
　　　平成２０年度の我が国経済は、資源の高騰や米国の金融問題を契機とした世界的な景

　　気後退、実体経済の悪化などにより内需、外需とも極めて厳しい状況に陥りました。

　　　また、地方経済を取り巻く環境も百年に一度と言われる未曾有の経済不況の中にあっ

　　て、企業の撤退や倒産、雇用情勢の悪化などにより激変し、その影響から地方自治体の

　　財政が深刻化する事態を招いたことから、国において、厳しい経済情勢を踏まえた緊急

　　経済対策として、国民生活の不安解消と雇用維持を図るため、２次にわたる補正予算を

　　計上するなど地方自治体への影響に配慮した様々な財政措置が講じられました。

　　　このような状況下において、本市も国の地域経済の活性化や市民生活支援等の対策に

　　係る予算を有効に活用することを第一に、真に必要な施策を打ち出しましたが、国の補

　　正財源の大半が国の借金である国債により賄われていること、景気後退による国税や地

　　方税の大幅な減収が予想されること、さらには行政改革や財政健全化の取組の推進など

　　による地方行政経費の削減、抑制を求める国の自治体行財政の縮小基調に変わりがない

予 算 の 執 行 と そ の 概 要

　　ことに鑑み、今後も厳しい財政運営を余儀されるものと危惧しながら、補正予算を計上

　　したところであります。

　　　予算の執行にあたりましては、将来にわたり持続可能な財政基盤の確立に向け、執行

　　方針に基づきながら、第４次芦別市総合計画及び芦別市財政健全化計画の着実な実行を

　　を基本として、様々な行政課題に対応いたしましたが、特に、地域経済の活性化と雇用

　　確保、生活環境の向上、地域の振興に資する社会資本整備事業として、道路整備、公営

　　住宅建替、森林環境保全整備、学校施設整備、上下水道整備などを実施するとともに、

　　市民生活の向上や少子高齢化に対応した福祉・医療・教育の充実に鋭意努めてまいりま

　　した。

　　　この結果、各会計の決算状況は、次のようになったところであります。



一　般　会　計

　１　予算規模及び収支状況（表１参照）

　　　平成２０年度の予算額は、当初予算において１０３億９，９００万円を計上する

　　とともに、年度途中に専決処分を含めて９回にわたり１２億８，４２２万２千円の

　　追加補正を行った結果、１１６億８，３２２万２千円となり、前年度の予算総額と

　　比較すると１億９，４５９万５千円（１．７％）の増加となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額１１０億２，４９０万７千円、歳出決算額

　　１０９億４，６２３万１千円となり、歳入歳出差引き７，８６７万６千円の剰余金

　　が生じたので、全額を翌年度へ繰り越しました。

　　　なお、平成２０年度の単年度収支は、この額から平成２０年度の繰越明許費

　　６，０３５万７千円と前年度の実質収支７，５２９万６千円を差し引いた

　　５，６９７万７千円の赤字となりました。

　　表１　歳入歳出決算額の対前年度比較
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　２　歳入の状況（５ページ表２及び７ページ表３参照）

　　　平成２０年度の歳入決算額は、１１０億２，４９０万７千円となり、前年度と比

　　較すると３億１，９１２万円（２．８％）の減少となりました。

　　　歳入決算額の主な増減を款別にみますと、

　　　市税については、６，１９５万６千円（３．５％）の減少となりましたが、これ

　　は、軽自動車税、鉱産税、都市計画税が増加となったものの、市民税、固定資産税、

　　市たばこ税、入湯税が減少したことによるものであります。

　　　地方譲与税については、６７９万３千円（４．２％）の減少となりましたが、こ

　　れは、自動車重量譲与税２９４万１千円（２．４％）、地方道路譲与税

　　３８５万２千円（９．３％）が減少したことによるものです。

　　　利子割交付金については、１３万７千円（２．４％）の減少となりました。

　　　地方消費税交付金については、1，８４８万２千円（９．８％）の減少となりまし

　　た。

　　　地方特例交付金については、５８１万５千円（７６．５％）の増加となりましたが、

　　これは、道路特定財源に係る暫定税率失効期間中（平成２０年４月分）の自動車取得

　　税、軽油引取税、地方道路譲与税の減収分を今年度に限り地方税等減収補てん臨時交

　　付金として交付されたことによるものです。

　　　地方交付税については、８，８９０万９千円（１．９％）の増加となりました。こ

　　れは、普通交付税５，５９１万７千円（１．４％）、特別交付税

　　３，２９９万２千円（５．２％）がそれぞれ増加したことによるものであります。

　　　国庫支出金につきましては、１億９，２７４万９千円（１５．７％）の減少となり

　　ましたが、これは、子育て応援特別手当交付金、地域活性化・緊急安心実現総合対策

　　交付金、地域活性化・生活対策臨時交付金等が増加となったものの、特別養護老人

　　ホームユニット化整備事業費交付金、総合福祉センター耐震改修等事業費交付金、公

　　営住宅整備事業費交付金、後期高齢者医療制度円滑導入事業費補助金、後期高齢者医

　　療制度創設準備事業費補助金等が減少したことによるものであります。



　　　道支出金については、３，５７７万１千円（５．９％）の減少となりましたが、

　　これは、後期高齢者医療保険基盤安定負担金、高齢者等の冬の生活支援事業費補助

　　金、徴収取扱費交付金等が増加となったものの、国民健康保険基盤安定負担金、国

　　民健康保険基準超過費用額共同負担金等が減少したことによるものであります。

　　　繰入金については、２億２，９５８万５千円（５６．９％）の減少となりました

　　が、これは、三井地域振興基金繰入金、社会福祉事業推進基金繰入金、滝里ダム地

　　域振興基金繰入金等が増加したものの、減債基金繰入金、農業担い手等育成事業基

　　金繰入金、土地開発基金繰入金等が減少したことしたことによるものです。

　　　市債については、４億８，９４９万９千円（５１．５％）の減少となりましたが、

　　これは、道路新設改良整備事業債、建設機械購入事業債、高金利対策借換債が増加

　　となったものの、公営住宅整備事業債、臨時財政対策債が減少したことによるもの

　　であります。

　　　その他の収入については、６億２，１１２万８千円（４６．２％）の増加となり

　　ましたが、これは、分担金及び負担金３３０万５千円（５．５％）、財産収入

　　４，６５９万円７千円（４３．９％）、寄附金７９９万８千円（４６．８％）

　　等が減少したものの、使用料及び手数料２，９０４万７千円（６．９％）、繰越金

　　４，９１６万１千円（１８８．１％）、諸収入６億１，４４３万５千円

　　（９３．６％）が増加したことによるものです。



　　表２　主な歳入決算額の対前年度比較

　　

　　

市 税
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　　　次に、歳入を依存財源と自主財源別でみますと、

　　　依存財源は、７９億３，４７５万９千円（構成比７２．０％）で前年度と比較す

　　ると１億３，４３０万５千円（１．７％）の減少となりましたが、これは、地方特

　　例交付金、地方交付税、諸収入が増加となったものの、地方消費税交付金、国庫支

　　出金、道支出金、起債等が減少したことによるものであります。

　　　自主財源は、３０億９，０１４万８千円（構成比２８．０％）で前年度と比較す

　　ると１億８，４８１万５千円（５．６％）の減少となりましたが、これは、使用料

　　及び手数料、繰越金、諸収入が増加となったものの、市税、財産収入、繰入金等が

　　減少したことによるものであります。

　　表３　依存財源と自主財源別の対前年度比較

（単位：千円・％）
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うち諸収入

合　　　　計

7,934,759

3,090,148

558,404

1,709,032

86,420

△ 1.7
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28.9 △ 184,815 △ 5.6

△ 61,956 △ 3.515.5 1,770,988 15.6

18.3

11,024,907 100.0 11,344,027 100.0 △ 319,120 △ 2.8

5.1 471,984 4.2



　３　歳出の状況（９ページ表４参照）

　　　平成２０年度の歳出決算額は、１０９億４，６２３万１千円となり、前年度と比

　　較すると３億２，２４９万９千円（２．９％）の減少となりました。

　　　この歳出決算額の主なものをみますと、義務的経費については、全体で

　　２億３，０１０万２千円（４．３％）の減少となりましたが、これは、人件費

　　５，１９８万５千円（２．３％）、扶助費２，４１７万２千円（１．７％）、公債

　　費１億５，３９４万５千円（９．１％）が減少したことによるものであります。

　　　投資的経費については、１，２２４万１千円（１．０％）の減少となりましたが、

　　これは、普通建設事業費１，２２４万１千円（１．０％）が減少したことによるも

　　のです。

　　　その他の経費については、８，０１５万６千円（１．７％）の減少となりました

　　が、これは、補助費等９，３４２万４千円（７．９％）、積立金１，５０２万円

　　（３４．０％）、投資及び出資金４，７１２万６千円（３０．０％）が増加と

　　なったものの、物件費６，４２０万８千円（４．４％）、維持補修費

　　２，２６８万７千円（１４．９％）、貸付金５，４３９万７千円（２２．０％）、

　　繰出金９，４４３万４千円（６．８％）が減少したことによるものであります。

　　　次に、財政構造の弾力性を示す経常収支比率については、前年度の９９．８％か

　　ら９６．３％と３．５ポイント好転しております。

　　　なお、一般財源不足分を補てんするために発行した臨時財政対策債を経常的一般

　　財源収入に加えた場合の実質的な経常収支比率は、前年度の９５．７％から

　　９２．５％と３．２ポイント好転しております。



　　表４　歳出決算額の対前年度比較
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人件費（義務的経費） 2,636 2,514 2,496 2,302 2,250

扶助費（義務的経費） 1,479 1,403 1,388 1,399 1,375

公債費（義務的経費） 2,053 1,750 1,698 1,684 1,530

投資的経費 1,140 949 1,057 1,241 1,229

その他経費 4,911 4,933 5,509 4,643 4,562

（単位：百万円）
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9.3%

40.2%

21.8%

12.1%

14.0%

15.2%

8.7%

8.2%

45.3%42.7%

20.4%

20.6%

11.4%

12.4%

14.9%

11.0%

41.3%

20.5%

12.6%

14.0%

41.7%

11.2%



　４　事業の概要

　　　平成２０年度の主な事業としては、

　　・　西芦別地区宅地造成事業

　　・　桜ヶ丘霊園整備事業

　　・　森林環境保全整備事業

　　・　新産業創造等事業

　　・　道路新設改良工事費（福住平岸線ほか７路線）

　　・　除雪グレーダ車購入事業

　　・　なまこ山総合運動公園整備事業

　　・　道営住宅購入事業

　　・　公営住宅整備事業（すみれ団地ほか９団地）

　　・　公営住宅建替事業（あけぼの団地・さつき団地）

・ 啓成中学校整備事業

513,300 千円

61,354 千円

11,504 千円

6,682 千円

34 896 千円

301,852 千円

49,957 千円

22,670 千円

8,920 千円

124,465 千円

51,055 千円

　　・　啓成中学校整備事業 34,896 千円



　５　地方債の状況（表５参照）

　　　地方債の現在高は、１０７億３，８９９万８千円となり、前年度に比べて

　　８億５，１５２万５千円（７．３％）の減少となりました。

　　表６　年度末現在高と地方債元利償還金の対前年度比較

利　　　子

公 債 費 比 率

区　　　分

1,528,789

平成２０年度

元　　　金

216,786

10.4

1,312,003

460,477

増減率

11,590,523 △ 7.3

（Ａ） （Ｂ）

10,738,998

比較増減
（Ａ）－（Ｂ）

△ 51.5

△ 9.1

△ 8.9

△ 10.2

△ 153,094

241,402

△ 128,478

（単位：千円・％）

△ 24,616

△ 2.3

949,976

1,681,883

△ 851,525

△ 489,499

9.6 △ 1.5起 債 制 限 比 率

平成１９年度

年 度 末 現 在 高

起 債 発 行 額

元 利 償 還 金

12.7

11.1

1,440,481



　特　別　会　計

　１　奨学資金特別会計

　　　本会計は、向学心に燃えながら経済的な理由により修学困難な学生に対し奨学資

　　金を貸与し、等しく教育を受ける機会を与える目的のため設置したもので、当初予

　　算において１，９５３万９千円を計上し、年度途中に２３３万４千円の追加補正を

　　行った結果、最終予算額は２，１８７万３千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額２，１８３万９千円、歳出決算額

　　２，１７９万２千円となり、歳入歳出差引き４万７千円の剰余金が生じたので、こ

　　れを全額奨学基金に積み立てました。

　２　国民健康保険特別会計

26,621,915

24,619,155

2,002,760

2,002,760実 質 収 支

差 引 き

歳出決算額

歳入決算額 21,839,032

21,792,292

増減率
（Ａ）

△ 4,782,883

△ 2,826,863

△ 1,956,020

△ 1,956,020

△ 18.0

△ 11.5

△ 97.7

△ 97.7

（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

46,740

46,740

歳入歳出決算額の対前年度比較
（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

　　　本会計は、被保険者の疾病、負傷、出産及び死亡に関し、必要な保険給付等を行

　　う医療保険を目的として設置した国民健康保険事業の収支を明確にし、健全な運営

　　を期すもので、当初予算において２８億２，３８８万７千円を計上し、年度途中に

　　５６４万６千円の減額補正を行った結果、最終予算額は２８億１，８２４万円１千

　　円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額２７億８，３２９万３千円、歳出決算額

　　２６億８，６０９万８千円となり、歳入歳出差引き９，７１９万５千円の剰余金が

　　生じたので、これを全額国民健康保険基金に積み立てました。

7.2

実 質 収 支 97,195,133 90,653,000 6,542,133 7.2

差 引 き 97,195,133 90,653,000 6,542,133

△ 6.2

歳出決算額 2,686,097,946 2,878,043,024 △ 191,945,078 △ 6.7

歳入決算額 2,783,293,079 2,968,696,024 △ 185,402,945

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）



　３　新城町簡易水道事業特別会計

　　　本会計は、新城地区住民に清浄な飲料水を供給するため設置した簡易水道事業の

　　収支を明確にし、健全な運営を期すもので、当初予算において２０１万３千円を計

　　上し、年度途中に１万７千円の追加補正を行った結果、最終予算額２０３万円とな

　　りました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額２０５万７千円、歳出決算額１７５万４千円とな

　　り、歳入歳出差引き３０万３千円の剰余金が生じたので、これを全額翌年度へ繰り

　　越しました。

　４　西芦別地区簡易水道事業特別会計

実 質 収 支

差 引 き

歳出決算額

歳入決算額 2,085,603

1,860,418

歳入歳出決算額の対前年度比較
（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

225,185

225,185

2,057,346

1,754,755

302,591

302,591

△ 1.4

△ 5.7

34.4

34.4

△ 28,257

△ 105,663

77,406

77,406

　　　本会計は、西芦別町をはじめとする三井地区住民に清浄な飲料水を供給するため

　　設置した簡易水道事業の収支を明確にし、健全な運営を期すもので、当初予算にお

　　いて１億９，７０３万４千円を計上し、年度途中に２４２万９千円の減額補正を行

　　った結果、最終予算額１億９，４６０万５千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入歳出決算額がともに１億９，３４１万５千円となり、収

　　支が一致しました。

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

△ 20.4

歳出決算額 193,414,547 243,084,647 △ 49,670,100 △ 20.4

歳入決算額 193,414,547 243,084,647 △ 49,670,100

0.0

実 質 収 支 0 0 0 0.0

差 引 き 0 0 0



　５　保健休養施設特別会計

　　　本会計は、市民に健全な保健休養と一般大衆及び旅行者の用に供する事を目的と

　　して、健民センター（芦別温泉、国民宿舎「あしべつ」、芦別温泉スターライトホ

　　テル）及び国設芦別スキー場並びに星遊館の管理運営について、その事業収支を明

　　確にし、健全な運営を期すもので、当初予算において１億２，０３１万５千円を計

　　上し、年度途中に３６５万９千円の追加補正を行った結果、最終予算額は

　　１億２，３９７万４千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入歳出決算額がともに１億２，１２１万円となり、収支が

　　一致しました。

143,672,941

143,672,941

0

0実 質 収 支

差 引 き

歳出決算額

歳入決算額 121,209,588

121,209,588

増減率
（Ａ）

△ 22,463,353

△ 22,463,353

0

0

△ 15.6

△ 15.6

0.0

0.0

（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

0

0

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

　６　下水道事業特別会計

　　　本会計は、下水道の整備を図るため設置した下水道事業の収支を明確にし、健全

　　な運営を期すもので、当初予算において８億７，１４５万２千円を計上し、年度途

　　中に８，６７７万２千円の追加補正及び繰越事業費繰越額２１６万５千円を充当し

　　た結果、最終予算額は９億６，０３８万９千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入歳出決算額がともに９億５，９４０万６千円となり、収

　　支が一致しました。

皆減

実 質 収 支 0 15,000 △ 15,000 皆減

差 引 き 0 15,000 △ 15,000

△ 16.1

歳出決算額 959,406,120 1,143,977,582 △ 184,571,462 △ 16.1

歳入決算額 959,406,120 1,143,992,582 △ 184,586,462

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）



　７　老人保健特別会計

　　　本会計は、老人医療に関する給付を目的として設置した老人保健事業の医療収支

　　を明確にし、健全な運営を期すもので、当初予算において

　　２億９，４７１万９千円を計上し、年度途中に４，５９６万９千円の追加補正を行

　　った結果、最終予算額は３億４，０６８万８千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額３億３，１０８万４千円、歳出決算額

　　３億２，５０８万４千円となり、歳入歳出差引き６百万円の剰余金が生じました。

　　　しかし、これは支払基金交付金の概算交付金が、精算交付額を上回って交付され

　　たものであり、この超過交付額は翌年度において返還するものであります。

　８　介護保険事業特別会計

実 質 収 支

差 引 き

歳出決算額

歳入決算額 3,374,713,783

3,417,032,325

歳入歳出決算額の対前年度比較
（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

△ 42,318,542

△ 42,318,542

331,084,022

325,083,892

6,000,130

6,000,130

△ 90.2

△ 90.5

114.2

114.2

△ 3,043,629,761

△ 3,091,948,433

48,318,672

48,318,672

　　　本会計は、介護保険に関する給付を目的として設置した介護保険事業の収支を明

　　確にし、健全な運営を期すもので、当初予算において１４億１，４５９万４千円を

　　計上し、年度途中に２，７２２万４千円の追加補正を行った結果、最終予算額は

　　１４億４，１８１万８千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額１４億４，９９９万４千円、歳出決算額

　　１３億９，５４３万５千円となり、歳入歳出差引き５，４５５万９千円の剰余金が

　　生じましたので、これを全額翌年度へ繰り越しました。

　　　剰余金のうち、介護給付費を上回って概算払いされた国及び道からの負担金、支

　　払基金交付金等については、翌年度に確定後、返還するものであります。

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

1.4

歳出決算額 1,395,435,970 1,363,451,257 31,984,713 2.3

歳入決算額 1,449,994,418 1,430,084,507 19,909,911

△ 18.1

実 質 収 支 54,558,448 66,633,250 △ 12,074,802 △ 18.1

差 引 き 54,558,448 66,633,250 △ 12,074,802



　９　介護サービス事業特別会計

　　　本会計は、介護サービス等の提供を目的として設置した訪問看護事業、通所介護

　　事業、介護老人保健施設事業、居宅介護支援事業、地域包括支援事業の各収支を明

　　確にし、健全な運営を期すもので、当初予算において４億４，７３２万１千円を計

　　上し、年度途中に２５８万円の追加補正を行った結果、最終予算額は

　　４億４，９９０万１千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額４億５，６８８万７千円、歳出決算額

　　４億４，３６７万１千円となり、歳入歳出差引き１，３２１万６千円の剰余金が生

　　じたので、これを全額翌年度へ繰り越しました。

1.4

△ 1.5

皆増

皆増

450,539,065

450,539,065

0

0

6,347,804

△ 6,868,166

13,215,970

13,215,970実 質 収 支

差 引 き

歳出決算額

歳入決算額 456,886,869

443,670,899

13,215,970

13,215,970

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

　10　後期高齢者医療特別会計

　　　本会計は、高齢者の疾病、負傷又は死亡に関して必要な給付を行うことを目的と

　　して設置した後期高齢者医療事業の収支を明確にし、健全な運営を期すもので、当

　　初予算において３億９９８万９千円を計上し、年度途中に５，５５４万１千円の減

　　額補正を行った結果、最終予算額は２億５，４４４万８千円となりました。

　　　予算執行の結果は、歳入決算額２億４，９９６万４千円、歳出決算額

　　２億４，９７４万２千円となり、歳入歳出差引き２２万２千円の剰余金が生じまし

　　たので、これを全額翌年度へ繰り越しました。

歳入歳出決算額の対前年度比較

（単位：円・％）

区　　　分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

皆増

歳出決算額 249,741,607 0 249,741,607 皆増

歳入決算額 249,963,707 0 249,963,707

皆増

実 質 収 支 222,100 0 222,100 皆増

差 引 き 222,100 0 222,100
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